
その他報告① 
 
 
 
 

 

令和 2 年度の新学期における市立学校の臨時休業について 
 

 
１ 対応方針 

市内での新型コロナウイルス感染者数が増加している状況であり、地域
全体の活動自粛を強化する一環として、北九州市長からの学校の一斉臨時
休業の要請を踏まえ、市立学校の児童・生徒の健康と安全を守るため、市
立学校を一斉に臨時休業する。 

２ 臨時休業する学校 
  全小学校・中学校・特別支援学校・高等学校・高等専修学校 

３ 臨時休業を行う期間 
令和２年４月６日～令和２年４月１７日まで 

 ※始業式及び入学手続きの日は除く。 

４ 臨時休業等に伴う措置 
（１）行事等の取扱い 

○ 始業式は、新型コロナウイルス感染症対策を十分に講じた上で、実施する。
感染拡大防止等の観点から、入学式については、式典形式では行わないことと
し、入学に関する手続き等を実施する。 

○ 小学校・中学校においては、感染予防に配慮した上で、休業期間後半に分
散登校日を設定する予定。 

○ 部活動は中止とする。 

（２）家庭学習の支援 
 休業期間中の家庭学習に資するように、教育センターのホームページに学力定

着サポートシステムの家庭学習教材を掲載するとともに、学習支援情報に「無料
で閲覧できる学習動画サイト情報」を掲載する。 

（３）児童生徒の預かり 
 小学校・特別支援学校・中学校特別支援学級においては、休業期間中の保護

者の負担軽減及び児童の安全確保のため、保護者の求めに応じて原則始業時刻か
ら下校時刻まで預かることとする。 

（４）パン等の提供 
 児童生徒の預かりや分散登校の際に、小学校及び中学校については、パンや牛

乳などを提供する予定。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う 

教育委員会の対応について 
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２ 文 科 初 第 ３ 号  

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日  

    

各 都 道 府 県 ・ 指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長

各 都 道 府 県 知 事 

附 属 学 校 を 置 く 各 国 公 立 大 学 法 人 の 長 

各 文 部 科 学 大 臣 所 轄 学 校 法 人 理 事 長 

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を 

受 け た 各 地 方 公 共 団 体 の 長 

厚 生 労 働 事 務 次 官 

 

 

    文部科学事務次官         

藤 原  誠       

 

（印影印刷） 

  

「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関する 

ガイドライン」の改訂について（通知） 

 

令和２年度における学校の教育活動の再開等の考え方については，令和２年３月 24 日付

け元文科初第 1780 号文部科学省事務次官通知（「令和２年度における小学校，中学校，高等

学校及び特別支援学校等における教育活動の再開等について（通知）」）によりお示ししたと

ころですが，４月１日の新型コロナウイルス感染症対策専門家会議の提言等を踏まえて，同

通知の別添「Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライ

ン」を，別紙のとおり改訂しましたので，お知らせします。 

 

都道府県・指定都市教育委員会におかれては所管の学校（高等課程を置く専修学校を含み，

大学及び高等専門学校を除く。以下同じ。）及び域内の市区町村教育委員会に対して，都道

府県私立学校主管部課におかれては所轄の学校法人等を通じて，その設置する学校に対し

て，国公立大学法人におかれてはその設置する附属学校に対して，文部科学大臣所轄学校法

人におかれてはその設置する学校に対して，構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）

第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校

設置会社及び学校に対して，厚生労働省におかれては所管の高等課程を置く専修学校に対

して周知されるようにお願いします。 

 

なお，本通知は，地方公共団体については，地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245

条の４第１項の規定に基づく技術的助言及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和 31 年法律第 162 号）第 48 条第１項の規定に基づく指導・助言であることを申し添

えます。 

 

殿 
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＜本件連絡先＞ 

文部科学省：０３－５２５３－４１１１（代表） 
 
○保健管理に関すること 

初等中等教育局 健康教育・食育課（内２９１８） 

○学習指導に関すること 
初等中等教育局 教育課程課（内２３６７） 

○教科書の取扱いに関すること 
初等中等教育局 教科書課（内２４１１） 

○学校給食に関すること 
初等中等教育局 健康教育・食育課（内２６９４） 

○非常勤職員等の業務体制の確保に関すること 
・公立学校について 初等中等教育局初等中等教育企画課（内２５８８） 
・私立学校について 高等教育局私学部私学行政課（内２５３２） 

○子供の居場所確保に関すること 
・保健管理について 初等中等教育局 健康教育・食育課（２９１８） 
・財産処分手続について 大臣官房 文教施設企画・防災部 施設助成課 

（内２４６４） 

○幼稚園の預かり保育に関すること 
  初等中等教育局 幼児教育課（内３１３６） 

○私立学校に関すること 
  高等教育局 私学部 私学行政課（内２５３２） 

○国立大学附属学校に関すること 
総合教育政策局 教育人材政策課（内３４９８） 

○公立大学附属学校に関すること 

高等教育局 大学振興課（内３３７０） 

○専修学校に関すること 

総合教育政策局 生涯学習推進課（内２９３９） 
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Ⅱ．新型コロナウイルス感染症に対応した臨時休業の実施に関するガイドライン 

（令和２年４月１日改訂版） 

  

１．臨時休業の実施にかかる考え方について 

（１）児童生徒等又は教職員の感染が判明した学校の臨時休業の考え方について 

児童生徒等又は教職員の感染が判明した場合には，都道府県等の衛生主管部局と

学校内における活動の態様，接触者の多寡，地域における感染拡大の状況，感染経

路の明否等を確認しつつ，これらの点を総合的に考慮し，臨時休業の必要性につい

て都道府県等の衛生主管部局と十分相談の上，実施の有無，規模及び期間について

判断することになります。【参考資料参照】 

※学校保健安全法（昭和 33 年法律第 56号） 

（臨時休業）  

第 20 条 学校の設置者は，感染症の予防上必要があるときは，臨時に，学校の全部または一部

の休業を行うことができる。 

この場合，感染の事実や感染者の人数のみで臨時休業を判断するのではなく，学

校内に既に感染が拡大している可能性や今後拡大する可能性について，個別の事情

をみながら，臨時休業すべきか否かを判断します。具体的には，以下のとおりです。 

 

ア．学校内における活動の態様 

・ 感染者が，学校内でどのような活動を行っていたかを確認します。屋外で主

に活動していた場合と，狭い室内で特定の少人数で過ごしていた場合，不特定

多数との接触があり得た場合など，活動の態様によって感染を広めているおそ

れは異なってくることから，感染者の校内での活動状況などを確認します。 

 

イ．接触者の多寡 

・ 上記「ア．」と同様，不特定多数との接触があった場合などは感染を広めてい

るおそれが高まることから，接触者の多寡を確認します。 

 

ウ．地域における感染拡大の状況 

・ 地域において，感染者が出ていない場合や，地域における感染経路がすべて

判明していて，学校関係者とは接点が少ない場合などには，学校の臨時休業を

実施する必要性は低いと言えます。 

 

エ．感染経路の明否 

・ 学校内で感染者が複数出た場合，学校内で感染した可能性もあり，臨時休業

を実施する必要性は高まります。 
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・ 一方，感染経路が判明しており，学校外で感染したことが明らかであって，

他の児童生徒等に感染を広めているおそれが低い場合には，学校の臨時休業を

実施する必要性は低いと言えます。 

 

オ．その他 

・ 新型コロナウイルス感染症は，まだ解明されていないことが多い感染症であ

り，また感染者の活動の態様によっても感染拡大の可能性も異なってくること

などから，感染者数などによる一律の学校の臨時休業の基準を定めることは困

難です。感染者が発生した場合には上記の点に留意して個々の事例ごとに学校

の臨時休業の必要性，実施する場合の規模や期間について，衛生主管部局と十

分に相談の上，検討してください。 

 

（２）感染者がいない学校も含めた，地域一斉の臨時休業等の考え方について 

現在，地域によっては，新規感染者数や感染経路が明らかでない感染者が急激に

増加している地域も出てきている状況です。４月１日の新型コロナウイルス感染症

対策専門家会議（以下，「専門家会議」という。）の提言では，「感染拡大警戒地域」

について次のように示しております。 

 

『①「感染拡大警戒地域」 

○直近１週間の新規感染者数やリンクなしの感染者数が，その１週間前と比較し

て大幅な増加が確認されているが，オーバーシュート（p4 脚注参照1。爆発的患

者急増）と呼べるほどの状況には至っていない。また，直近１週間の帰国者・

接触者外来の受診者についても，その１週間前と比較して一定の増加基調が確

認される。 

 

〇重症者を優先する医療提供体制の構築を図ってもなお，医療提供体制のキャパ

シティ等の観点から，近い将来，切迫性の高い状況又はそのおそれが高まって

いる状況。』 

このような地域においては，感染拡大を抑える観点から，「３つの条件が同時に重

なる場」2を避けるための取組（行動変容）を徹底するため，自治体首長から，外出

自粛要請や，集会・イベント・会食などの行動制限メッセージの発信等がなされる

ことが考えられますが，その際には，学校の運営のあり方についても，以下のとお

                                                      
1 専門家会議提言の p4 脚注には， 以下のと おり 記載さ れている。  

オーバーシュ ート ： 欧米で見ら れるよう に， 爆発的な患者数の増加のこ と を指すが， 2～3 日で累積患者数

が倍増（ 3 月 31 日時点での東京では 8.5 日毎に倍増） する程度のスピード が認めら れるも のを指す。 異常

なスピード での患者数増加が見込まれるため， 都市の封鎖いわゆるロッ ク ダウンを含む速やかな対策を必要

と する。  

2 「 3 つの条件が同時に重なる場」： こ れまで集団感染が確認さ れた場に共通する「 ①換気の悪い密閉空間， ②人

が密集し ている， ③近距離での会話や発声が行われる」 と いう ３ つの条件が同時に重なっ た場のこ と 。  
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り検討する必要があると考えられます。 

 

１）学校運営上の工夫について 

学校への通学にあたって，電車等の公共交通機関を利用している場合には，も

っぱら徒歩圏内から通学している場合とは異なり，通学中に児童生徒等に感染が

生じたり，児童生徒等から感染が拡大したりする可能性が高まります。このため，

通学に電車等の公共交通機関を利用している場合には，時差通学や分散登校等の

工夫について検討することも考えられます。同様に，教職員が通勤に公共交通機

関を利用している場合においても，時差出勤等の工夫について検討することが考

えられます。 

 

２）臨時休業をする場合の考え方について 

４月１日に示された専門家会議の提言では，「感染拡大警戒地域」においては，

「その地域内の学校の一斉臨時休業も選択肢として検討すべきである」とされて

います。 

このことも踏まえ，地域の感染状況に応じて，自治体の首長が地域全体の活動

自粛を強化する一環として，学校の設置者に臨時休業を要請することも考えられ

ます。この場合には，他の社会・経済活動の一律自粛と合わせて行うことにより，

その効果が発現されるよう留意することが必要です。 

 

なお，今後，日本のどこかの地域で「オーバーシュート」（爆発的患者急増）が

生じた場合には，３月 19 日に専門家会議で示された見解に基づき対応することと

なります。 
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２．学習指導に関すること 

（１）家庭学習について 

臨時休業期間中に児童生徒が授業を十分に受けることができないことによって，

学習に著しい遅れが生じることのないよう，可能な限り，家庭学習を課す等の必

要な措置を講じるなど配慮すること。特に，臨時休業が長期にわたり，令和２年

（ 参考）「 新型コ ロナウイ ルス感染症対策の状況分析・ 提言」（ 令和２ 年３ 月 19 日新

型コ ロナウイ ルス感染症対策専門家会議）（ 抜粋）  

Ⅱ.状況分析等 

７ ． 地域ごと の対応に関する基本的な考え方 

今後， 日本のどこ かでオーバーシュ ート が生じ た場合には， 地域ごと に断続的に発

生し ていく こ と が想定さ れます。 こ う し た状況下では， 社会・ 経済機能への影響を 最

小限と し ながら ， 感染拡大防止と ク ラ スタ ー連鎖防止の効果を 最大限にし ていく 観点

から ， 地域の感染状況別にバラ ン スを と っ て必要な対応を 行っ ていく 必要があり ま

す。  

感染状況が拡大傾向にある 地域では， まん延のおそれが高い段階になら ないよ う

に， まずは， 地域における独自のメ ッ セージやアラ ート の発出や一律自粛の必要性に

ついて適切に検討する必要があり ます。その場合，社会・ 経済活動への影響も 考慮し ，

導入する具体的な自粛内容， タ イ ミ ング， 導入後の実施期間などを 十分に見極め， 特

に「 感染拡大が急速に広まり そう な局面」 や「 地域」 において， その危機を 乗り 越え

ら れるまでの期間に限っ て導入するこ と を 基本と すべき だと 考えます。  

 

８ ． 学校等について 

政府は， ２ 月 27 日に， 全国の小中高・ 特別支援学校の一斉臨時休校を 要請し まし

た。 学校の一斉休校については， ３ ． で触れたよう に， 北海道においては他の取組と

相まっ て全体と し て一定の効果が現れていると 考えますが， 学校の一斉休校だけを取

り 出し 「 まん延防止」 に向けた定量的な効果を 測定するこ と は困難です。  

また， こ の感染症は， 子ども は重症化する可能性が低いと 考えら れています。 一方

では， 中国等では重症化し た事例も 少数例ながら 報告さ れており ， 更に， 一般には重

症化し にく い特性から ， 無症状又は症状の軽い子ども たちが， 高齢者等を 含む家族内

感染を引き 起こ し ， ク ラ スタ ー連鎖のき っ かけと なる可能性などを 指摘する海外論文

なども 見ら れており ，現時点では，確たるこ と は言えない状況であると 考えています。

ただし ， 上記７ ． の「 感染状況が拡大傾向にある地域」 では， 一定期間， 学校を休校

にするこ と も 一つの選択肢と 考えら れます。   （ 下線は文部科学省）  
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度の教育課程の実施に支障が生じる場合には，主たる教材である教科書に基づく

家庭学習を臨時休業期間中に課すよう，工夫が求められること。 

  その際，児童生徒の家庭学習が円滑に進むよう，学校及び児童生徒の実態等を

踏まえて，教科書と併用できる適切な教材を提供いただくことが重要であること。

文部科学省においても，児童生徒の円滑な家庭学習を支援する教材等を「子供の

学び応援サイト」3に随時掲載しており，家庭学習を課す際に本サイトを活用いた

だくことも考えられること。 

 

（２）登校日の設定について 

  家庭学習を課すことに加えて，各学校が児童生徒の学習状況の確認や補習等の

学習指導を適切に行うとともに，生徒指導，児童生徒等の健康観察を適切に行う

観点から，児童生徒等や学校の実態に応じて登校日（授業日を含む。以下同じ。）

を適切に設定することも考えられること。その際には，例えば，児童生徒等を分

散させて登校させ，人が密集しない環境を確保する等，最大限の感染拡大防止の

ための措置等を講じること。 

 

（３）その他の指導の工夫について 

  また，登校日以外の日においても，児童生徒の学習状況の確認等のための家庭

訪問を行ったり，体調面にも配慮した上で特に配慮を要する児童生徒など一部の

児童生徒については登校させたりするなど，きめ細かな対応のための工夫を行う

ことも考えられること。ただし，その際，教職員の勤務負担が過重とならないよ

うにするとともに，児童生徒及び教職員の健康管理についても十分に留意する必

要があること。 

 

３．教科書の取扱いに関すること 

 入学や新学期開始に際し，給与する教科書について，通常，入学式や始業式等，

児童生徒の登校日の際に給与することとされているが，出席停止や臨時休業等，児

童生徒や各学校の状況に応じて，例えば保護者のみを対象とした学校説明会等の場

を活用して給与する等，各学校に納入された教科書が遅滞なく児童生徒に給与され

るよう対応すること。 

 

４．学校給食休止への対応に関すること 

臨時休業に伴い学校給食を休止する際には，関係事業者等と十分協議を行うなど，

関係者の理解と協力を得られるよう留意すること。 

 

５．非常勤職員等の業務体制の確保に関すること 

 学校の臨時休業においては，各地域や学校の実情に応じ，非常勤職員を含む職員

                                                      

3 https://www.mext.go.jp/a_ menu/ikusei/gakusyushien/index_ 00001.htm 
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６  

全体の働く場の確保を図るとともに，組織全体としての業務体制の確保に万全を期

すこと。具体的には，授業がない場合であっても，非常勤講師の場合は授業準備や

児童生徒の家庭学習の支援，学校用務員の場合は学校施設の修繕，給食調理員の場

合は給食調理場等の清掃，消毒，寄宿舎の職員の場合は寄宿舎の清掃や消毒，寄宿

舎運営に係る検討等の業務，特別支援教育支援員の場合は教材準備の補助の業務等

を行うことが考えられ，補助金事業により配置される職員等を含め，他の職員につ

いても休業期間中も何らかの業務に携わることが可能であると想定されるところ

であり，各教育委員会等において，当該非常勤職員についてはその任用形態や学校

の運営状況等を，補助金事業により配置される職員についてはその補助目的を踏ま

えながら，適切に対応すること。 

 なお，基本的には上記の通り類似の業務を行うことにより対応することが考えら

れるが，これが困難である場合には，例えば，本人の同意を得て業務内容を変更し

て新たな業務を行わせることなど，適切に対応することが考えられること。 

 

６．子供の居場所確保に関すること 

「１．臨時休業の実施にかかる考え方について」に基づき臨時休業を行う場合に

は，保護者が休暇を取得するなどの協力が必要となるが，子供の居場所確保に向け

た取組を行うかどうかについては，当該学校を臨時休業とした趣旨を踏まえ，児童

生徒等の間での感染拡大リスクを考慮し，慎重に判断する必要がある。 

その上で，子供の居場所確保に向けた人的体制の確保や学校の教室等の活用等を

実施する場合には，一斉臨時休業期間中の対応として示した「新型コロナウイルス

感染症防止のための小学校等の臨時休業に関連した放課後児童クラブ等の活用に

よる子どもの居場所の確保について（依頼）」（令和２年３月２日付け文部科学省

初等中等教育局長ほか連名通知）の例を参照した対応を行うこと。その際，以下の

点には特に留意すること。 

（１）学校の教室等の活用 

 学校の臨時休業に伴い，放課後児童クラブ，放課後等デイサービスにおいて通

常時より利用児童のニーズが高まることが考えられるため，密集性を回避し感染

を防止すること等から，一定のスペースを確保することが必要である。 

このため，教室，図書館，体育館，校庭等が利用可能である場合は，国庫補助

を受けて整備した学校施設を使用する場合であっても財産処分には該当せず，手

続は不要であり，積極的に施設の活用を推進すること。 

また，放課後等デイサービスについても，学校の臨時休業期間においては，放

課後等デイサービス事業所が学校施設を活用してサービスを提供した場合でも報

酬を請求することを認めるので，教室， 図書館，体育館，校庭等が利用可能であ

る場合は，積極的に施設の活用を推進すること。 

 

（２）給食提供機能の活用 
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７  

子供の居場所確保にあたり，児童生徒等に対して学校給食の調理場や調理員を活

用して昼食を提供することも工夫の一つと考えられ，地域の実情やニーズに応じて

対応を判断いただきたいこと。 

 

７．幼稚園を臨時休業する場合の預かり保育等の提供に関すること 

「１．臨時休業の実施にかかる考え方について」に基づき幼稚園の臨時休業を行

う場合には，幼稚園は一人で家にいることができない年齢の幼児が利用しているこ

とを踏まえ，感染拡大防止のための万全の対策を講じた上での預かり保育の提供等

を通じて，保育を必要とする幼児の居場所確保に向けた取組を検討いただきたいこ

と。 

特に，子ども・子育て支援新制度や幼児教育・保育の無償化において保育の必要

性の認定を受けている幼児であって，保護者が医療関係等で仕事を休めない場合な

どについては積極的な対応を検討いただきたいこと。 

  これらの居場所確保の取組に当たって昼食を提供することも工夫の一つと考え

られるため，地域の実情やニーズに応じて対応を判断いただきたいこと。 
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＜児童生徒等＞ 
・当該児童生徒等について，学校保健安全法第

19 条に基づく出席停止 
・他の児童生徒等について，濃厚接触者にあたる

と特定された場合，同条に基づく出席停止 
 
＜学校＞ 
・設置者は，都道府県等の衛生主管部局と 

学校内における活動の態様， 
接触者の多寡， 
地域における感染拡大の状況， 
感染経路の明否等 
を確認しつつ，これらの点を総合的に考慮し，
臨時休業の必要性について⼗分相談 

感染した児童生

徒等及び濃厚接

触者の出席停止 

学校の全部又は

一部の臨時休業 

※なお， 今後， 日本のどこ かの地域で， 爆発的に患者が急

増する状況である「 オーバーシュ ート 」 が生じ た場合に

は， 別途， 国から その発生状況や必要な対応を示すこ と

と なっ ています。  

地域における新規感染者数や感染経路が明らか
でない感染者が急増等 
（「感染拡大警戒地域」） 

臨時休業 

実施せず 

臨時休業を実施 

※適宜登校日を設定す
るなどの対応も可 

参考資料 

感染者が判明した学校の臨時休業の 
考え方 

児童生徒等又は教職員の感染が判明した場
合 

感染者がいない学校も含めた，地域⼀⻫の臨
時休業の考え方 

 感染拡大を抑える観点から「３つの条件が同時
に重なる場」を避けるための取組（⾏動変容）
を徹底 

 ⾃治体⾸⻑が，外出⾃粛要請，集会・イベン
ト・会⾷などの⾏動制限メッセージの発信    
等 

⾸⻑が地域全体の活動⾃
粛を強化する一環として要
請  

公共交通機関を
通学等に利⽤して
いる場合，時差
通学や分散登校
等の工夫も考えら
れる 

右の要請がなくとも 
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